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研究成果の概要（和文）：レジオネラ症患者の疫学的傾向及び職業・環境要因とレジオネラ症発症との関連を評
価するため、感染症発生動向調査（診断年月日2007年1月1日～2016年12月31日）を用いて、記述疫学、
time-stratified case-crossover studyを実施した。レジオネラ症は増加傾向にあり、7月を中心に増加し、翌3
～5月にかけて減少する傾向が認められ、近年、その季節変動は明確になってきていた。特に50歳代以上での増
加が顕著であった。また、職業や産業により発症するリスクが異なること、環境要因では相対湿度や降水量との
関連が示唆された。今後も引き続き曝露要因について研究を行う必要があると考える。

研究成果の概要（英文）：To evaluate the trends of legionellosis and the impact of 
occupation/industry and environmental factors on the onset of legionellosis, we conducted a 
descriptive epidemiologic and time-stratified case-crossover study using data from the National 
Epidemiological Surveillance of Infectious Diseases from 2007 to 2016 in Japan. The number of 
legionellosis increases mainly in July and decreases from March to May. In recent years, the 
seasonal fluctuation has become clear. The number of cases in individuals aged 50 years or older has
 also particularly increased. In addition, it was suggested that the risk of developing 
legionellosis differ according to the type of occupation and industry, and that the relative 
humidity and precipitation are associated with the onset of Legionellosis. It is necessary to 
conduct more research on exposure factors. 

研究分野： 公衆衛生学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
レジオネラ症はレジオネラ属菌による感

染症で、感冒様を呈するポンティアック型と
肺炎を呈する肺炎型に大きく分類されてい
る。レジオネラ症は、レジオネラ属菌を含む
エアロゾルや塵埃を吸入することにより発
症する。1999 年 4 月から全数把握の対象と
なり、四類感染症として報告が必要とされて
いる疾患である（感染症法第 12 条）。また、
2006 年 4 月から報告内容の変更が行われ、
患者属性等がより詳しくなった。この感染症
発生動向調査によると、循環式浴槽や冷却塔
等レジオネラ菌を含むエアロゾルや塵埃を
吸入したことによると感染源を特定できる
ものはわずかであり、大半の症例は感染源が
明らかでない国内単発症例である。このため、
レジオネラ症の疫学をより明確に把握し、公
衆衛生対策につなげることが求められてい
る。また、近年、報告数が増加するなかで、
特に高齢男性へ疾病負担が偏っていること
等から、高齢化の進む日本では今後の動向が
注目されている。 

 
２．研究の目的 
本研究では、レジオネラ症患者の疫学的傾

向を把握するとともに、海外ではその関連性
が注目されはじめた環境因子に焦点をあて、
日本におけるレジオネラ症患者発生との関
連を検討する。以下の３点について検討した。 
（１）レジオネラ症報告数の増加に関する検
討 
（２）職業・産業の視点からみたレジオネラ
症の標準化罹患比 
（３）気象とレジオネラ症発症との関連 
 
３．研究の方法 
（１）感染症発生動向調査（レジオネラ症 
診断年月日 2007 年 1 月 1 日～2015 年 12 月
31 日）を対象として、記述疫学を実施した。
また、総務省統計局人口推計（各年 10 月 1
日現在人口：2007 年～2014 年）を利用した。 
（２）感染症発生動向調査（レジオネラ症 
診断年月日 2007 年 1 月 1 日～2016 年 12 月
31 日）届出患者のうち、15 歳以上の者を解
析対象とした。解析対象者の職業及び産業を
日本標準職業分類及び日本標準産業分類に
従って分類した。その後、総務省統計局人口
推計（各年 10月 1日現在人口：2007 年～2016
年）による５歳階級別人口を基にした全国の
罹患率を利用し、各職業及び産業における年
齢調整した標準化罹患比（SIR：Standardized 
incidence ratio）とその 95％信頼区間を算
出した。５歳階級別就業者人口、各職業及び
産業の従事者数は平成 22 年国勢調査を利用
した。経年変化については 3年又は 4年間隔
で検討した。P値が 0.05 未満（両側）を統計
学的に有意とした。 
（３）感染症発生動向調査（レジオネラ症 
診断年月日 2007 年 1 月 1 日～2015 年 12 月
31 日）を対象とした。気象データは、地理情

報システムを用い、患者住所から最短距離に
ある地上気象観測日別データ（(財)気象業務
支援センター）を利用した。降水量の測定欠
損値は当該地上観測所の近隣のアメダス観
測所 2箇所の平均値で補完した。研究デザイ
ンは time-stratified case-crossover study
とし、条件付ロジスティック回帰分析を行っ
た。曝露日は発病日当日（lag0）から 15 日
前（lag15）とし、日単位での解析を行った。
曝露変数は、日平均気温、日平均相対湿度、
日降水量、アウトカム変数はレジオネラ症発
症とし、日平均気温１℃上昇あたり、日平均
相対湿度 1％増加あたり、降水量 1mm/日増加
あたりのオッズ比と 95％信頼区間を算出し
た。P値が 0.05 未満（両側）を統計学的に有
意 と し た 。 統 計 ソ フ ト に は IBM SPSS 
Statistics 23 を用いた。 
 
４．研究成果 
（１）解析対象者 8,702 名（男性 7,048 名、
女性 1,654 名、うち死亡 179 名）(表１)。2007
年～2015 年の間、報告（診断）数は顕著に増
加しており、2015 年には 1,500 名を越えた。
以前、レジオネラ症には季節変動はないとさ
れていたが、近年、夏に増加し、春先に減少
する季節変動が明らかに認められるように
なってきた。（図１）。人口 10 万対罹患率は、
男性 50 歳代以上、女性 70 歳代以上に増加が
認められ、特に男性、女性ともに 80 歳以上
において 2007 年に比べ、2015 年は 2 倍の増
加であった（図２）。なお、致命率は 70 歳代
以上で高くなっていく傾向が認められた（図
３）。 
 
診断年 総数 男性 女性 
2007 668 527 141 
2008 896 693 203 
2009 712 578 134 
2010 751 620 131 
2011 819 675 144 
2012 903 735 168 
2013 1,127 941 186 
2014 1,251 982 269 
2015 1,575 1,297 278 
 8,702 7,048 1,654 

 
表１．レジオネラ症診断数 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１．レジオネラ症発生状況 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
図２．レジオネラ症年齢階級別罹患率 

（人口 10 万対） 
 
 
 
 
 

 
図３．レジオネラ症年代別致命率 
 
レジオネラ症は、増加傾向にあり、7 月を

中心に増加し、翌 3～5 月にかけて減少する
傾向が認められ、近年、その季節変動は明確
になってきていた。また、年齢階級別罹患率
から、特に５０歳代以上での増加が顕著に認
められ、届出患者数の増加は高齢化だけで説
明されるものではないと考えられる。また、
致命率も高齢者ほど高くなる傾向があるこ
とから、超高齢社会の日本では重要な疾患の
１つと考えられる。これらのことより、環境
要因、職業等さまざまな角度からの研究が必
要と考える。 
 

（２）解析対象者は 10,287 名であった。職
業・産業の分類において最も多い無職（いず
れも 49.4％）、さらに分類不能（職業では
11.0％、産業では 12.0％）、不明（いずれも
5.9％）以外で、職業では建設・採掘従事者
（8.4％）、輸送・機械運転従事者（4.7％）
の順に罹患者が多く、産業では建設業
（9.2％）、運輸業・郵便業（5.0％）の順に
多かった（表２）。また、全国の罹患率を利
用すると、職業別 SIR（2007-2010 年、
2011-2013 年、2014-2016 年）は建設・採掘
従事者で 3.62、4.67、5.12、輸送・機械運転
従事者で 2.29、2.61、3.35、保安職業従事者
で 2.15、2.50、2.58、産業別 SIR は鉱業・採
石業・砂利採取業で 7.01、9.52、14.47、建
設業で 2.29、2.96、3.19、運輸業・郵便業で
1.82、2.13、2.79 であり有意に高かった（表
２）。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表２．職業、産業別レジオネラ症届出患者及
び標準化罹患比の経年変化 
 
表２．職業、産業別レジオネラ症届出患者及
び標準化罹患比の経年変化 
 
本研究にて、職業や産業によりレジオネラ

症を発症するリスクが異なることが示唆さ
れた。特に、建設・採掘業関係者、輸送業関
係者でレジオネラ発症のリスクが高かった。
これは、職業や産業に依存し、土壌細菌であ
るレジオネラ属菌の環境からの曝露を受け
る確率が変化することを示唆する結果であ
る。職域におけるレジオネラ症の予防には、
職業曝露の視点を含めた対応・対策を行うこ
とが重要であると考える。 
 

（３）解析対象者は 7,067 名であった。日平
均相対湿度 1％増加あたり粗オッズ比は
1.004-1.010（lag5-lag14）、降水量 1mm/日増
加 あ た り 粗 オ ッ ズ 比 は 1.002-1.006
（lag5-lag11）であり統計学的に有意な関連
が認められた（図４）。日平均気温について
は明らかな関連は認められなかった（図４）。 
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図４．気象（日平均気温・日平均相対湿度・
日降水量）とレジオネラ発症との関連（オッ
ズ比と９５％信頼区間） 
 
レジオネラ症の潜伏期間にあたる時期で

ある発症 5～15 日前の日平均相対湿度 1％増
加あたりオッズ比は 1.003-1.010、発症５～
11 日前の日降水量 1mm/日増加あたりオッズ
比は1.002-1.006であり統計学的に有意な関
連が認められた。発症と日平均気温について
は明らかな関連は認められなかった。近年、
レジオネラ症は増加傾向にあり、レジオネラ
症患者発生に関連する曝露要因についてさ
らなる研究を行っていくことが必要である
と考える。 
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